
（平成２７年５月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）
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②概算人件費 784千円
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①+②総事業費
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0.02人

994千円(0千円) 900千円 994千円 994千円
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国･県支出金

その他（　　　）

地方債

一般財源 (0) 2100 210

0.12人

平成27年度と同様
に実施予定

平成27年度と同
様に実施予定

平成27年度と同様
に実施予定

210千円

210 210

0千円 210千円 210千円 210千円

主な事業の
実績・計画

助成金交付実績

○ドナー（交付実績なし）

○事業所　（交付実績なし）

○ドナー（1人）
骨髄の提供に係る通院又は
入院の日数に2万円を乗じて
得た額。（1回の提供につき限
度額14万円）
@20,000円×7日＝140,000円

○事業所（1ヶ所）
ドナーが勤務している市内の
事業所へはドナーが勤務を休
んだ日数に1万円を乗じて得
た額。（1回の提供につき限度
額7万円）
@10,000円×7日＝70,000円

会計区分

一般会計

衛生費

保健衛生費

公益財団法人骨髄移植推進財団（以下「財団」とい
う。）が実施する骨髄バンク事業（非血縁者間での移
植）におけるドナーに対し、助成金を交付し支援する。
助成対象は、①財団が実施する骨髄バンク事業にお
いて、骨髄又は末梢血幹細胞の提供を完了し、財団よ
り証明書の交付を受けた、市内に住所を有するドナー
②そのドナーが勤務する市内事業所。

H.28年度(事業計画) H.29年度(事業計画)

重点施策コード

H.26年度（事業量・取組実績） H.27年度（事業量・取組計画）

３．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

総
合
計
画

政 策 互いに認めあい支えあう、健康で安心できる暮らし

基本政策 健康長寿のまちづくり

施 策 地域医療

小 施 策 地域医療体制の充実

(H.27)No.

骨髄移植ドナー支援事業

3152

健康福祉部 地域医療室 山本有志

事務事業名

担当部局名

（中事業名）※予算書事業名

保健衛生総務費

3152 (H.26)No.

事業コード 250520

H.27年度(作成時予算額)H.26年度（決算見込）

事業内容

H.30年度(事業計画)

担当室名 室長名

引き続き当支援事業を実施することにより、財団が実施する骨髄バ
ンク事業におけるドナーの負担を軽減し、より多くの、善意による移
植の実現及びドナー登録者の増加を図る。また、骨髄バンクのドナー
登録の窓口である伊賀保健所とも連携すると共に、市ホームページ
等も活用し、当支援事業の周知に努める。

考察（H.26年度の取組評価、課題） 今後の対応方針（課題解決への取組、工夫・改善の内容）

４．担当室による事務事業の点検 （*点検等による成果向上や見直しが困難な事業(法令等による義務的経費、災害復旧等緊急事業など)は点検対象外）

　白血病等の血液難病の最も有効な治療方法が骨髄や末梢血幹細
胞移植であるが、適合した場合でもドナーの負担が大きいこと等の理
由から、実際に移植につながる割合が低い状況である。そこで、平成
25年4月より、財団が実施する骨髄バンク事業（非血縁者間での移植）
におけるドナーの負担を軽減するため、当支援事業を創設した。

①直接事業費

（小事業名）

保健衛生総務費 骨髄移植ドナー支援事業

H30年度(計画予算)H.29年度(計画予算)H.28年度(計画予算)

事業目的（めざす効果）

骨髄等の移植における提供者（ドナー）の負担を軽減
し、より多くの、善意による非血縁者間の移植実現とド
ナー登録者の増加を図る。ドナーが勤務する市内事業
所への支援も行い、提供しやすい環境を整える。

財団が実施する骨髄バンク事業におけるドナーの負担を軽減し、より多くの、善意による移植
の実現及びドナー登録者の増加を図るため、当支援事業を継続して実施していく必要があ
る。

地域づくり組織、市民活動団体等との連携･協働は図れないか

 【選択肢】
　 継続（改善）、継続（現行）、継続（拡大）、継続（縮小）、統合検討、休止検討、廃止検討、事業完了（予定含む）

継続（現行）

点検項目 内容（施策達成への貢献内容、連携･協働の実践･検討内容）

事業内容や取組成果は、総合計画の施策達成に貢献しているか

－（施策指標の達成に分類できない）

６．事務事業の取組に関係する主な市の計画具体的な見直し内容・検討内容、継続の理由

該当しない


